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ソーシャルキャピタルと地域経済－アンケート調査による個票データを用いた実証分析－

要　　約
近年の厳しい地域経済の情勢の中，地域を活性化させる要素として「ソーシャルキャピタル」
と呼ばれる概念が注目を集めてきている。「ソーシャルキャピタル」とは， &���6（1993）によ
れば「人々の協調行動を促すことにより社会の効率性を高める働きをする信頼（�!&��），規範
（�'!6），ネットワーク（���M'!2）といった社会組織の特徴」と定義されている。本稿の目的
は，「信頼」，「規範」，「ネットワーク」の３つの要素が地域経済にどのような影響を与えるか
否かについて実証分析を行うことである。ソーシャルキャピタルの定量的な把握については十
分な研究の蓄積が進んでおらず，そのための確立された手法は今のところ見られないが，ここ
では内閣府（2002）及び内閣府（2005）で実施されたアンケートの集計結果（個票データ）を
用いて，３つの要素に対応した指標を都道府県別に利用・作成し，クロスセクション・データ
による回帰分析を行うこととする。
操作変数法を用いた重回帰分析の結果，2005 年時点のデータによれば，規範は事業所増加率
にプラスの影響を与えている一方でネットワークがマイナスの影響を与えているという結果
が得られた。さらに，��!!'�#�3!����'�により中期的な経済成長率への影響について検証を行っ
た結果，「広い」範囲での他人への一般的な信頼については当該地域の経済成長に対しプラス
の効果を与えていた（ただし他地域に対するスピルオーバー効果はない）という結果を得た一
方で，近所の人々，友人・知人，親戚への「狭い」範囲での信頼については隣接地域に対する
マイナスの外部効果が観察された。
以上の結果は，日本の地域経済においてソーシャルキャピタルが持つ正の側面・負の側面を
示唆しており，今後の地域経済復興策を考える上でも意義深いものであると考えられる。
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　ソーシャルキャピタル（�'%����%������，社会的
資本）と呼ばれる概念については，かつて経済
発展の文脈で途上国を念頭の中心においた議論
が展開されていたが， &���6（1993）をきっかけ
として，先進国での影響にも注目が集まってき
ている。「ソーシャルキャピタル」とは， &���6
（1993）によれば「人々の協調行動を促すことに
より社会の効率性を高める働きをする信頼
（�!&��），規範（�'!6），ネットワーク（���M'!2）
といった社会組織の特徴」である。本稿の目的
は，地域経済におけるソーシャルキャピタルの
効果を実証分析により検証することである。
　ソーシャルキャピタルの意義・範囲は，本来
は経済的側面に限られるものではなく，民主主
義の発展，健康の増進，平均寿命の伸長，犯罪
防止率の向上等の国民の社会生活面と深い関係
があると一般的には捉えられている。しかし近
年は経済学的な観点からの研究も進み，例えば
:��%2���+�:��1�!（1997）では信頼や市民の規範
といったソーシャルキャピタルが，経済のパ
フォーマンスに有意な影響を与えていることを
示している。�'���や<�����6�'�による取引費
用の議論に関連した文脈として，取引における
互いの信頼関係や協調関係が取引コストや契約
によるコストを低下させ，そうしたミクロレベ
ルでのコストの低下が経済活動を促進させて，
結果として国や地域の経済成長につながってく
ることも十分に考えられる。
　従来の経済学は，自己の効用を最大化する合
理的な個人の経済行動を分析し，それらが集
まった世界としてマクロ経済現象を解釈してき
た。人々は自分が直面する予算制約の中で最適
化行動の結果として消費や労働等の行動を決定
し，完全競争，完全情報の仮定のもとで契約が
例外なく完全に履行されることが従来の標準的

な理論の前提である。しかし近年のゲーム理論
等の枠組みで議論されるように現実の経済的取
引においては様々な不確実性や情報の非対称性
が存在するために，互いの利益が最大化される
ような取引が常に行われるとは限らない。ソー
シャルキャピタルの議論は，人々の結びつきや
信頼関係が個人の選択行動に影響し，経済の均
衡に影響する可能性を示唆するものであると言
える。
　現在の日本において，地方経済は厳しい環境
に置かれており，地域活性化に向けて経済産業
省の「産業クラスター計画」等様々な取組が行
われているところであるが，経済地理学の分野
でも議論されるように，地域活性化がうまくい
く地域とうまくいかない地域が現実には存在す
る。その背後には，地域に存在するソーシャル
キャピタルが地域経済に影響している可能性が
あるのではないかというのが本稿の問題意識で
ある。筆者は国税局への出向で熊本県に赴任す
る機会があったが，熊本県の阿蘇地方における
温泉観光地では，それぞれが協調しあって，役
割分担をするような形でサービスに差異性を持
たせ，結果として地域全体としての魅力を高め
ているように感じられた。地域でのビジネスの
開業を考えても，地域の信頼・規範・ネットワー
クといった要素により取引コストを低下させる
ことができれば，それだけ新規開業の意欲も向
上するだろう。企業の中でも，ある課の中に優
秀な人材と最新の設備が備わっていたとして
も，職員同士の連携が悪かったりすれば仕事の
効率性は低いと考えられる。つまり，従来の標
準的な経済理論で仮定されるように，生産量は
資本と労働だけを要素とする関数と考えるのは
適切ではない。企業全体，産業全体，そして地
域経済全体について見ても，ソーシャルキャピ

Ⅰ．はじめに
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タルの効果は無視するべきではなく，地域ごと
にソーシャルキャピタルがどのような影響を経
済活動に及ぼしているのか定量的に分析してお
くことは，これからの地域活性化を議論する上
でも必要になってくると思われる。
　以上のような問題意識に立ち，本稿において
は，内閣府の最新のアンケート（2005 年）によ
る集計結果（個票データ）を用いて都道府県ご
とにソーシャルキャピタルを計測し，地域の経
済活動に対する影響を回帰分析により把握する
こととする。まず，2005 年時点のアンケート結
果から計測されたソーシャルキャピタル指数を
用いて事業所増加率（開業，廃業を加味したネッ
トでの増加率）と失業率との関係について検証
を行う。さらに，:��%2���+�:��1�!（1997），要藤
（2005）を参考に，内閣府（2002）で測定された
ソーシャルキャピタル指数を用いて直近のデー
タ（2006 年）までの期間を対象に，��!!'�
#�3!����'�の手法により一人当たり�$ の成長
率をソーシャルキャピタルを含むいくつかの説
明変数に回帰することを試みる。本稿の大きな
特徴は，内閣府（2005）のアンケート結果を独
自に都道府県ごとに集計して信頼，規範，ネッ

トワークの 3要素を指標化し，直近のデータに
よるソーシャルキャピタルの現状と地域経済へ
の影響を分析したこと，及び説明変数の定義を
先行研究から変更した上で，直近のデータ期間
において中期的な �$ 成長率に対するソー
シャルキャピタルの効果を分析し，実態解釈を
行った点である。
　構成は以下のとおりである。第Ⅱ節では，ソー
シャルキャピタルの重要性を示唆する地域の事
例をまず紹介する。第Ⅲ節では，2005 年のアン
ケート結果からソーシャルキャピタル指数を都
道府県ごとに測定した結果を示した上で，経済
変数との関係について分析を行う。第Ⅳ節では，
前回のソーシャルキャピタル測定時である
2002 年時点から 2006 年時点までの中期的な経
済成長率に対するソーシャルキャピタルの効果
を��!!'�#�3!����'�により推計する。分析の手法
としては，内閣府（2002）の指数作成手法，及
び先行研究（要藤（2005）を参考にしつつ，筆
者独自の問題意識より指数の定義を再修正した
上で新しい帰結を導いている。第Ⅴ節では，分
析の結果得られた主要な論点を整理し，結論を
述べる。

Ⅱ �ソーシャルキャピタルと地域活性化の実例研究

　まず，ここではソーシャルキャピタルが地域
経済を活性化させる事例を考察することとす
る。
　個々によって位置づけやビジョンは異なるも
のの，近年の都市政策では，「地域力」を政策目
標や政策理念に位置づける事例が増えてきてい
る。具体的には，2004 年神戸市の基本姿勢「復
興の総括・検証」に位置づけられた「これから
の神戸づくり」（2003）や，岐阜県（規範指数が
高い）岐阜市（2004）の「地域力創生モデル事
業」「岐阜市協働のまちづくり指針」，小田原市
の「地域の資源が開花するまち・おだわら」（小

田原 2004）がある。これらの事例では，駅前を
中心とする中心市街地の活性化によって，人々
を集客し，ある空間に集中させることでソー
シャルキャピタルが醸成され，そこに「にぎわ
い」が生まれ好循環をよんでいる。政府による
政策の中でも，地域独自のまちづくりを制度的
に支援する「構造改革特区」や「地域再生計画」
等は地域のソーシャルキャピタルを通じて地域
の自立度を高めようとする試みであると言え
る。また，産業クラスター計画が近年進行中だ
が，内閣府（2002）ではクラスターは「多くの
企業や関係組織が競争しつつ同時に協力し，共
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通性や補完性により連結している産業集積，よ
り狭義にはイノベーションを促進するタイプの
産業集積」と定義しているが，イノベーション
促進のためには，経済の牽引力が知識集約型に
シフトし，地域の個性，地域力という要素が重
要になってきた中で，企業間の協力や地縁と
いった要素が大きな役割を果たし得ることを示
唆している。クラスターの実例としては，北海
道の「食」「住」「遊」のクラスター作り，新潟
県三条市・燕市の金属加工集積，大分県湯布院
町の民間人主導の滞在型保養温泉地，沖縄県の
独自の食材を活用した健康食品産業集積等，多
くの事例が挙げられるが，クラスターによる集
積効果を活用する企業群に見られる特徴とし
て，共同研究，共同受注，人材派遣，資材調達，
在庫管理，技術補完，情報交換等様々な連携が
実施されている点があるだろう。成長企業の中
には，連携を自ら推進する企業（コーディネー
ト企業）もある。こうした地域では，ソーシャ
ルキャピタルは地域資産を活用するための要素
として機能していると言える。
　各地域に進出し，事業を展開する企業の側で
も，そうした地域力，ソーシャルキャピタルに
注目している事例は多い。例えば，規範指数が
高い地域として沖縄県（2002 年と比べ 2005 年
にはソーシャルキャピタルが相対的に大きく上
昇した）を考えると，沖縄県には伝統的な文化
として「ゆいまーる」という，相互扶助の精神
を原則とした地域協働の仕組みが存在する。波
平勇夫氏（沖縄国際大学総合文化学部教授）に
よれば，「ゆい」は「結（ゆ）い」で，結合，共
同，そして協働を表し，「まーる」とは順番を意
味するようである。つまり労働交換を行いなが
ら，一人では到底できないような作業を，共同
で，助け合っていくとういうことであり，こう
した文化が企業にとっても優良なビジネス環境
を醸成している可能性は十分にある。沖縄の情
報通信産業特別地区に進出した日本アイビーエ
ム・ビジネスサービス（株）は，生命保険会社
の新規開拓業務を受託して営業活動を行ってい
るが，最も重要なコンポーネントとして「人」

を挙げている。「助け合いの精神，ホスピタリ
ティ，大都市で忘れられた暖かい人間性という
県民性が沖縄を選んだ最大の理由」と社長が
語っている。規範の要素が企業を呼び込んだ一
例であると言えよう。
　また，東京は信頼，規範，ネットワークいず
れの指数も全国平均を下回る地域であるが，
ソーシャルキャピタルを生かした活動がまった
くないわけではない。例えば，公共サービスを
民間部門が担うことで民間活力により既存産業
を活性化させ，新たな産業の振興を通じて地域
を再生し，市民協働のまちづくりを推進しよう
とする試みとして，神田地区においてプラット
フォームサービス株式会社が開業した「ちよだ
プラットフォームスクウェア」がある。そこで
は，公的施設を有効活用すべく，企業支援の拠
点施設として開設し，近隣の中小ビルや空き店
舗を成長企業の転出先として整備したりするこ
とで，ベンチャービジネスや社会的企業を促進
している。プラットフォームサービス株式会社
は「非営利型株式会社」という特殊な組織形態
であり，昨今の「企業の社会的責任（��#）」概
念の普及を象徴するものであると言える。事業
の公共性を担保するために会社の定款に理念規
定が設けられ，事業は社会投資家の「志ある投
資」に支えられ，利益処分では役員賞与や普通
株主への配当を制限し，新たな社会的起業への
投資やコミュニティ・ビジネス，地方自治体へ
の寄付等の社会貢献活動に充填されている。こ
うした活動を支えるのは，市民の相互信頼，相
互規範といったソーシャルキャピタルである。
神田地区は伝統的に陸路の結節点であると同時
に，神田川や日本橋川沿いに各地から人，物，
情報が集積する港町であったが，そのような地
域的特性から，職人や商人が一体となって生活
してきたため，地域の市民の連帯感が強く形成
されている。こうしたソーシャルキャピタルが
市民活動を促進し，循環的にそうした市民活動
がソーシャルキャピタルを醸成していく可能性
は高い。
　他にも，長野県（信頼指数が高い地域）の野
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沢温泉などは，江戸時代から湯仲間という自主
的なコミュニティが外湯を共同管理し，開放的
な運営が名物として地域振興に寄与している
（山崎 2004）が，そうした柔軟な運営が可能に

なるためには運営主体間での信頼，規範，ネッ
トワークといったソーシャルキャピタルの要素
が必要であることが示唆されている。

Ⅲ �地域におけるソーシャルキャピタルの現状

Ⅲ －１．地域経済とソーシャルキャピタル指数
の関係
　本節では，内閣府（2005）のアンケートの結
果から得られた個票データをもとに各都道府県
ごとにソーシャルキャピタル指数を測定し，地
方のソーシャルキャピタルの醸成の程度につい
て定量的な把握を試みる。手法としては，
 &���6がアメリカの州別データを用いて行っ
た方法に倣い，関係指標の合成指数を作成する
ことにより求めることとする。
　内閣府（2005）では約 3000 のサンプル家計か
ら<��による質問回答の手法で回答を回収し
ている。今回の研究においては，内閣府（2002）
の定量化を参考に，「信頼」「規範」「ネットワー

ク」の３要素に該当する個別指標について，ア
ンケート調査項目や官庁統計等から，都道府県
データとしての有効性等を検討した上で，採用
個別指標を（図表１）のようにリストアップし
た。
今回の試算において，各個別指標を相互比較
が可能なように基準化（平均 0，標準偏差 1と
なるように標準化）した上で 3要素それぞれに
ついて採用する個別指標の単純平均をとり，こ
れをそれぞれの構成要素の「指数」とした（詳
細は補論参照）。この方法は統計的処理が簡便で
あり，他地域との比較も行いやすいことから，
やや古典的と批判されることもあるが多くの調
査研究で用いられている手法であり，本稿でも

（図表１）
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（図表２）

（図表３）
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この手法を採用した。なお，都市部では回答者
が多く，地方部では回答者が少ないという問題
があり，地方部より都市部の方がデータの信頼
性が高い点には留意が必要である（岩手県，福
井県，鳥取県，島根県，高知県，佐賀県につい
てはアンケート回答者のサンプル数が小さいた
め，分析から除いている）。また，全国 3000 サ
ンプルの回答者から都道府県の地域力を指数で
表現すること自体への批判も想定されるが，指
数はあくまでも「相対的」なものであり，これ
を分析の土台とすることがこの分野の研究の第
一歩であると考える。都道府県別の３要素につ
いての指数の試算結果は（図表２），（図表３）
のとおりである。
都道府県ごとに要素によって高低の差がある
が，概ね，大都市部において値が相対的に低く，
地方部の方が値が相対的に高い傾向がある。

また，３つの変数についてそれぞれ相関係数
を計算した結果が（図表４）であるが，この数
値からは信頼と規範，規範とネットワークには
相関関係はほとんどなく，信頼とネットワーク
に小さな相関があることがわかる。

（図表４）
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また，内閣府（2002）でほぼ同様の手法によ
り測定されたソーシャルキャピタル指数と今回
新たに測定した指数を都道府県ごとに比較した
のが（図表５）～（図表７）であるが，概ね指
数の値には安定した傾向があり，作成した指数
はソーシャルキャピタルの指標として整合性の
ある妥当なものであると考えられる。

（図表５）

（図表６）
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以下では今回測定した指数を用いて，地域経
済に関する変数との関係について，都道府県の
クロスセクション・データを用いた分析を行う。
内閣府（2002）ではソーシャルキャピタルの指
数が犯罪認知件数や平均寿命等の国民生活関連
指標との関係について分析が行われているが，
以下では経済的な変数に限定して，2005 年時点
のアンケート結果から計測されたソーシャル
キャピタル指数と事業所増加率（ここでの「事
業所」とは「事業所統計」（総務省）の調査対象
となる国内に所在する民営の事業所であり，日

本標準産業分類の「大分類 ���農業」，「大分類
��林業」及び「大分類 ��漁業」に属する個人
経営の事業所，「中分類 83�その他の生活関連
サービス業（小分類 832�家事サービス業に限
る）」及び「中分類 94�外国公務」に属する事業
所が除かれている）及び完全失業率との関係に
ついて分析を行う。
事業所増加率と規範及びネットワークの各指
数との関係を図にプロットしたのが（図表８），
（図表９）である。

（図表７）

（図表８）
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（図表９）

規範指数が最も高い沖縄県が最も高い事業所
増加率となっている一方，沖縄は最もネット
ワーク指数が低い地域でもある。同時に，最も
規範指数が低い大阪府が最も低い事業所増加率
となっている点は興味深い。大阪府では借金を
踏み倒すことを織り込んだ上で借入を行い事業
を始める商人が多く，金融機関の不良債権率を
高める事例も見られる。こうした状況では規範
指数は低くなってしまい，周囲の人間も商人に
資金援助を行いにくくなるだろう。
次に，事業所増加率，失業率をソーシャルキャ
ピタル指数を含む説明変数に回帰した結果が
（図表 10）である。
なお，公共投資比率については，経済が停滞
している地域に公共投資が重点配分される可能
性が高い内生変数であり，この点を考慮して推
定を行う必要がある。また，公共投資の配分が
政治的な意思決定過程を通じて行われることか
ら，自民党議員の支持基盤に影響を与える要因
として産業構造と人口の年齢構造が影響を持つ
可能性も考えられる（自民党の得票率は農林漁
業就業者が職業別で高く，高齢者が年齢別で高
い）。そこで中里（1999）を参考に，ここでは操
作変数として過去 5 年間の公共投資比率の平
均，老年人口比率，第一次産業生産比率を用い
ている。人口集中地区人口比率については，都

市化率の代理変数として説明変数に追加してい
る。その他，地域ごとの地理条件の差異を考慮
するために一人当たり可住地面積を，人的資本
の蓄積度合いの差異を考慮するために高等教育
修了者比率を説明変数に加えている。
（図表 10）によれば，信頼（�!&��）については
有意性は見られないが，規範（�'!6）について
は事業所増加率に有意に正の影響を持つ一方，
ネットワーク（���M'!2）については事業所増加
率に有意に負の影響を持つという結果が得られ
た。これらは 5％棄却域水準の下でも有意であ
る。さらに，10％基準の有意水準の下ではある
が，信頼は失業率と弱い正の相関を持つという
結果となった。失業率については，周囲の人間
への信頼度がある程度高まると，自らが努力し
なくても周囲の人間に助けてもらえればよいと
いうモラルハザードの問題が発生する可能性が
あることを示唆していると解釈できる。

以上の結果からは，

（�結論１）社会参加・互酬性の高い地域は開業が
行いやすく廃業しにくい
（�結論２）付き合い・交流の程度が高い地域は逆
に開業しにくく廃業しやすい

という状況であることがわかった。（結論１）に
ついては内閣府（2002）の分析結果と整合的な
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結果であり，規範が地域経済に正の効果をもた
らす可能性を示唆していると言えよう。逆に，
（結論２）については，身内に対する強いネット
ワークは他者の排除や他の集団に対する負の影
響につながる可能性を示唆している。P&2&;�6�
（1995）も「高度の信頼と結束を示す集団の方が，
それを持たない集団より経済効率が高くなる可
能性があるとはいうものの，全ての信頼や結束
が必ずしも有利に働くとは限らない」と述べて
いる。

Ⅲ －２．ソーシャルキャピタルのゲーム理論的
解釈
Ⅲ―１節の結果を経済学的に解釈することを

試みる。ここでは，不完全競争の状況を記述す
る非協力ゲームの枠組みの中で，山崎（2004）の
数値例を用いてまずは「囚人のジレンマ」に引
き付けて考察する。2人のプレーヤーが（図表11）
のような取引のゲームに直面しているとする。

（図表 11）

　2人の取り得る戦略は，協力（�）'!裏切り
（$）であるが，それぞれの戦略の組み合わせに
対応して利得が決まる。互いが協力する（�，�）
の戦略の組み合わせでは互いに望ましい状況が
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（図表 10）ソーシャルキャピタル指数と経済指数の関係

＊は 10*，＊＊は 5％，＊＊＊は 1％有意水準の下でそれぞれ有意な係数であることを表す。
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生まれ，社会的にも利得が最大化されるが，各
プレーヤーがそれぞれ自分の利得を最大化させ
ることだけを考えて行動する場合，互いが裏切
り戦略をとる（$，$）の組み合わせがナッシュ
均衡として実現してしまう。この場合，どちら
のプレーヤーにとっても裏切り（$）が支配戦
略となるため，事前に協力を約束したとしても
その約束は信頼されることはない。
しかしこのゲームが繰り返される状況では協
力の約束を信頼できる可能性がある。その場合
には将来までの長期にわたる利益を最大化する
観点からは互いに協力する（�，�）の戦略の組
み合わせがナッシュ均衡として成立する可能性
がある。この均衡の移動に際し，規範の要素が，
ビジネスの展開において知人からの資金調達が
容易になる等の経路を通じて影響を与えていた
可能性がある。逆に，そうした取引の継続によ
りネットワークの要素が強くなると，今度はよ
り効率的な取引相手との交渉を排除してしま
い，真に効率的なビジネスが展開されない可能
性がある。企業が，よく知っている相手としか
取引をしないような状況では，競争が活発でな
くなり，新規参入者に不利になりやすい。以上
の議論は，不確実性を導入した時にも同様であ
り，（図表 12）のようなケースが考えられる。

（図表 12）

これは保証ゲームとよばれる状況であり，均
衡は全員協力と全員非協力のみである。この場
合支配戦略は存在せず，最適な戦略は相手の戦
略に依存して決まり，ナッシュ均衡は（�，�）
と（$，$）の２つとなる。相手の戦略に不確実
性がある場合，相手のプレーヤーが協力戦略 �
を選ぶ確立ｐで表現すると，協力を選ぶことに
よる期待利得は 20��5（1��），裏切ることによる
期待利得は15��10（1��）である。従ってｐが0�5
を上回る場合には協力が最適な戦略となる。規

範要素によりこの �が高まるとすると，協力解
が生じやすくなる。かつての日本では「系列」
とよばれた企業グループが長期的な取引関係や
株式の持合のもとで，ｐの値をコントロールし
ていたと解釈できるが，現在はそれに代わるも
のとしてソーシャルキャピタルが大きな役割を
果たしていると考えられる。
また，上記のロジックでビジネス展開が進む
場合に，都市部において規範指数が低く，地方
部において規範指数が高い傾向が見られること
も説明できる。例えば都市部において（図表13）
ようにゲームの構造が変化し，協力解での利得
が 30 に上昇した場合には，協力解をもたらすに
は �が 0�25 より大きくなればよい。

（図表 13）

　つまり，経済の発展度が進み，都市部のよう
にビジネス面の協力による利益が 1件当たりで
ある程度大きくなれば協調行動を促す規範の要
素はそれほど必要でなくなると解釈できるの
である。

以上の実証分析及び理論面からの解釈の主要
な結論は以下のとおりである。

（�結論３）ソーシャルキャピタルが経済の均衡
（効率性）に影響を与える可能性がある。
（�結論４）ソーシャルキャピタルは都市部ではそ
の効果が小さくなる可能性がある。

なお，本稿では信頼指数が有意な効果を与え
ていないという結果となったが，信頼の負の側
面にも留意する必要があるということを示唆し
ているのかもしれない。すなわち，信頼の程度
が強い地域において，裏切り（$）のペナルティ
が大きくなるようなメカニズムが働いている場
合には，法と契約が律する社会よりも根回しの
コストが大きく，それが機敏な事業展開を妨げ
ている可能性もある（大守（2002））。
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本節では，ソーシャルキャピタルが第Ⅲ節で
見たような効果を持つことを踏まえ，地域の経
済成長に与える影響を定量的に検証を行う。
ソーシャルキャピタルは本来，短期よりも中長
期の局面で効果を発揮する経済変数であると考
えられることから，需要要因が大きく影響する
短期よりも，中長期的な分析を行っておくこと
が重要であろう。ここでは，生産関数を推定す
るアプローチの一つである ��!!'�!�3!����'�
（��!!'（1991））の説明変数にソーシャルキャピ
タルを加えて推定を行う。��!!'�#�3!����'�は，
本来，各地域の経済成長率を初期時点の所得水
準とその他の社会経済変数（教育水準，政治的
安定性，政府の介入の程度等）に回帰し経済成
長に影響を与える要因を検証するとともに，こ
れらの要因を制御した場合に，初期時点の所得
水準とその後の経済成長率の間に新古典派経済
成長モデルが想定するような負の相関（「β収
束」）が見られるかどうかを検証するアプローチ

であるが，ここでは説明変数にソーシャルキャ
ピタル指数を加えることで，信頼，規範，ネッ
トワークといった要素が中長期的に地域の経済
成長に影響を与えているかどうかを分析するこ
とが可能となる。以下，中里（1999），要藤
（2005）を参考に外生変数をいくつかピックアッ
プした上で，まずは内閣府（2002）の整理区分
に従って作成したソーシャルキャピタル指数を
利用し，2002 年～ 2006 年の都道府県の経済成
長との関係について推定・考察する。その後，
筆者の独自の問題意識に基づきソーシャルキャ
ピタル指数を再加工した上で分析を行うことと
する（筆者の問題意識については，後に詳しく
述べる）。その結果，本稿では，先行研究では十
分に見えなかったソーシャルキャピタルの特性
を明らかにしている。
なお，2002 年時点の規範指数と，2002 ～ 2006
年の経済成長率をプロットしたのが（図表 14）
である。

（図表 14）

Ⅳ �地域の経済成長とソーシャルキャピタルの中期的な実証分析



－ 158 －

ソーシャルキャピタルと地域経済－アンケート調査による個票データを用いた実証分析－

（図表 15：推定結果１）

※ ����!'�2�+����%��;�!',&��な標準誤差を使用
※ ...は１％有意水準，..は５％有意水準，.は１％有意水準で有意であることを示す。
※係数の下段の（）は �値を表す。

��� ��� ��� ���

¦§71
6��§¢º»¼Q�!!�2S !�!������TT !�!���!!�TT !�!�!����TT !�!������TT

Q���!S Q����S Q����S Q����S
�� !�!!!���� -!�!!!����

Q!���S Q-!���S
�¤ !�!!�����TTT !�!!�����TT

������ ������
� -¡�¢ !�!!�����TT !�!!!���

���!�� �!����
ã�®¯c°�B� -!�!������TT -!�!���!�� -!�!�!����T -!�!����!�

Q-����S Q-����S Q-����S Q-��!�S
�on@B� -!�!������ -!�!������ -!�!���� -!�!������

Q-!���S Q-����S Q-!���S Q-����S
	Wn@B� !���!����TTT !��������TTT !��������TTT !��������TTT

Q����S Q����S Q���!S Q��!�S
����6��§¢º»¼Q�!!�2S

6��§¢¤��±p

�ß«>�¬Q½¾½S�ßB�

?1I -!�!������TT -!�!������TT -!�!�����TT -!�!��!���TT
Q-��!!S Q-����S Q-���!S Q-����S

²�³+1 �� �� �� ��
c´µ�¶?01 !����� !����� !����� !����!
·¸j¹ ������ !����� ������ !��!��

�¦§71XeµÑÊ�Q�!!�Y�!!�2S

この表からは規範と経済成長率の間に弱い正
の相関が見受けられる。
ちなみに 2002 年時点においては規範が最も
高いのは岐阜県であるが，岐阜県は2002～2006
年の経済成長率も 2番目に高い。
ここで，ソーシャルキャピタルの要素が経済
成長に与える影響を測定するための ��!!'�
#�3!����'�の推定式は以下のとおりである。
（推定式）

;�：��期における一人当たり �$ �;'：0期（初
期時点）における一人当たり �$ 

%：�定数項，T1，T2，・・・，T�：経済成長に影
響を与える諸変数

&：�誤差項
ここでは，経済成長率を規定する大きな要因
であると思われる社会資本（公的投資），民間資

本（民間投資），人的資本（教育水準）をベース
となる説明変数とし，ソーシャルキャピタルが
経済成長に与える影響を推定する。��!!'�
#�3!����'�において経済成長が説明変数に影響
するという逆の因果関係に対処するための方法
は，塩路（2001）で述べられるように，推定期
間の初期時点，もしくはそれ以前の値を説明変
数に用いるか，あるいは適切な操作変数を探し
て推定することである。先行研究においては説
明変数自身の過去の値が用いられることも多い
ことを踏まえ，本稿でも説明変数の初期時点
（2002 年度の値）あるいは過去の値（民間投資
比率，公的投資比率につき 1998 ～ 2001 年度の
値）を用いることとする。これまでに説明した
通りの，内閣府の作成方法に準拠したソーシャ
ルキャピタル指数を説明変数として採用した場
合の推定結果は推定結果１（図表 15）のとおり
である。
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（１）列では信頼を，（２）列では規範を，（３）
列ではネットワークを，（４）列ではソーシャル
キャピタル指数全てを説明変数に加え，二段階
最二乗法により推定した結果が示されている。
一人当たり �$ の係数についてはどれもプラ
スで有意な値となっており，新古典派経済成長
理論が想定するβ収束の動きは見られない。ま
た民間投資は有意に正の影響をもたらすが，公
的投資の係数は有意でなく，この推定結果は中
里（1999）が述べたように，公共投資が有効な
社会資本ストックの形成に結びつかず，経済に
対して正の効果をもたらしていないことを表し
ている。人的資本の効果も有意でないか，むし
ろマイナスの係数となっている。ソーシャル
キャピタルについては，規範については規範の
みを説明変数に追加した場合や他のソーシャル
キャピタル指数を説明変数に追加した場合でも
有意な結果が得られており，係数もプラスと符
号も理論と整合的である。
さらに，�������Q�!���（1997），塩路（2001），
要藤（2005）で述べられるように，このような

��!!'�#�3!����'�においては追加した変数が有
意になったとしても，別の変数を追加した場合
に有意でなくなる可能性が指摘されており，そ
うした観点からは他の社会経済的変数を追加し
てソーシャルキャピタル指数が !',&��かどうか
を検証する必要がある。そこで，先行研究を参
考に他の制御変数を追加して推定した結果が推
定結果２（図表 16）である。
（５）列では都市化の代理変数として人口集中
地区（$"$）人口比率を追加し，都市と地方で
人々の行動の差が異なる要因を抽出した。（６）
列では都道府県ごとの地理的な条件の差異を考
慮するために一人あたり可住地面積を説明変数
に追加した。（７）列では，都道府県というクロ
スカントリー・データを用いる関係上，隣接す
る地域からのスピルオーバー効果にも留意する
必要があると考え説明変数に追加した。（８）列
では都市化率とスピルオーバー効果の両方を，
（９）列では全ての変数を追加した。ここでは，
「隣接する地域」としては純粋に地理的に隣接す
る都道府県を採用している（図表 17）。
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（図表 16：推定結果２）

※ ����!'�2�+����%��;�!',&��な標準誤差を使用
※ ...は１％有意水準，..は５％有意水準，.は１％有意水準で有意であることを示す。
※係数の下段の（）は �値を表す。
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（図表 17）

（注）北海道，沖縄県はサンプルから除く。

これらの変数を追加した場合でも，規範につ
いては 5％の有意水準で有意であり，係数はプ
ラスのままである。ここからは，規範について
は経済成長に与えるという結果はある程度
!',&��なものであると言え，要藤（2005）の 1980
～1990年の分析結果と整合的である。ただしそ
の効果は 0�002 程度であり，民間投資比率に比
べればはるかに小さい値である。
さらに，隣接した地域のソーシャルキャピタ
ルの蓄積からのスピルオーバー効果があるかど
うかについても，説明変数に地理的に隣接した

都道府県の信頼，規範，ネットワークの要素の
それぞれの平均値を加えて推定した結果は推定
結果３（図表 18）のとおりである。
信頼，規範，ネットワークいずれについても
隣接した都道府県からのスピルオーバー効果を
表す変数の係数は有意でない。この結果からは，
ソーシャルキャピタルは都道府県単位で見た場
合に，他の地域に蓄積の正の効果が及ばないも
のであると言える。
以上の推計は，既に述べた通り基本的に先行
研究の手法の延長であり，規範については中期
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的に経済成長にプラスの影響を与える一方，信
頼，ネットワークには経済成長に与える影響は
ないという結果は先行研究とも整合的である。
しかし，以下で述べるように，信頼が有意な結
果とならなかった理由について考察し，分析に
工夫の余地がないか考えてみる必要があるよう
に思われる。本稿では，先行研究から一歩進め
て，ソーシャルキャピタル指数を再加工した上
での分析を試みたい。
上記の推定で用いた信頼の指数は，本節の冒
頭で述べたように，あくまで内閣府（2002）の
整理（区分）に従い，一般的な信頼に加えて近
所の人々，友人・知人，親類・親戚に対する信
頼を合成したものとなっている。つまり，他人

に対する一般的な信頼と，特定の人々を対象と
した相互信頼を捉えるために，これら４つの指
標を平均して信頼の指数としている。しかし，
 &���6（1993）においては，南イタリアにおいて
身近な友人や親戚との強い信頼関係は，情実に
基づいた意思決定に反映されてしまう可能性が
示唆されており，経済成長を高めるという意味
での信頼指数としては不安定な面もあろう。国
内で地域のソーシャルキャピタルと 1980 ～
1990 年の経済成長について分析を行った要藤
（2005）においても，他人に対する一般的な信頼
度は信頼指数に反映されていないという問題が
ある。しかし，「信頼」が持つ正の側面と負の側
面に注目し，より厳密に要素ごとの効果を捉え

（図表 18：推定結果３）
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（図表 19：推定結果４）
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るためには，「他人に対する信頼」と「近所の
人々，友人・知人，親類・親戚に対する信頼」
（ネットワークにより近い概念となろう）の２つ
に信頼指数を分けて作成した上で分析を行った
方が適切であるという考え方も成り立つのでは
ないだろうか。このような問題意識に基づき，
本稿においては，「他人に対する信頼」と「近所
の人々，友人・知人，親類・親戚に対する信頼」
に信頼指数を分けた上で，その他の説明変数に
ついてはこれまでの分析と同様のデータセット

を用い，推定を行った。各変数の定義について
は，本節でこれまでに述べてきたとおりであり，
ソーシャルキャピタル指数の説明変数としての
頑健性を確保するには十分な制御変数が用いら
れている。その結果が推定結果４（図表 19）で
あり，先行研究の手法に準拠した場合（図表 18）
の結果が修正される帰結となった。
ここでは，規範が有意でなくなる代わりに，
他人に対する一般的な信頼が有意に正の影響を
持つ結果となった。信頼指数を２つに区分した
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ことで，規範指数に乗っていた効果が信頼指数
に吸収された形である（両者は相関係数 0�24 と
弱い正の相関を持つ）。依然として他地域へのス
ピルオーバー効果はなく，民間投資比率に比べ
ればはるかに正の効果は小さいものである。注
目すべきは，近所の人々，友人・知人，親類・

親戚に対する信頼が他地域に対してマイナスの
外部効果を生じる結果となっている点であろ
う。第Ⅲ節の事業所増加率の例で見たとおり，
ネットワークは地域経済に対し負の効果をもた
らす可能性があるが，それと同様に，近所の
人々，友人・知人，親類・親戚に対する信頼度

（図表 20）

（図表 21）
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Ⅴ �おわりに

がある程度強くなると，決まった相手としか取
引をしないためにかえって非効率性を生じると
いった負の効果を他地域の経済に対して与える
可能性があるということであろう。また，符号
条件からは，有意でないもののネットワーク的
な狭い意味での信頼は当該地域に対してマイナ
スの効果を与え得ることが示唆されている。な
お，2005 年における「他人に対する信頼」と
「近所の人々，友人・知人，親類・親戚に対する
信頼」の都道府県ごとの分布をプロットしたの
が（図表 20）（図表 21）である。
このように，他人に対する一般的な信頼と，

近所の人々・友人知人・親戚に対する信頼の間
の相関関係は極めて弱いため，本節で行ったよ
うに，２つの信頼を分けて分析する必要があろ
う。本節において，新しくソーシャルキャピタ
ル指数を定義し直して分析を修正した帰結は以
下のとおりである。
（�結論５）他人に対する一般的な信頼は経済成長
に正の効果を与える一方，他地域へのスピル
オーバー効果はない（この効果を考慮するとき
規範に効果はない）。
（�結論６）他地域の近所の人々・友人知人・親戚
に対する信頼の強さは当該地域に対して負の
経済効果をもたらす。

本稿では，日本の都道府県のデータをもとに，
地域におけるソーシャルキャピタルという要素
に注目してその蓄積が経済成長に与える影響に
ついて実証分析を行った。ソーシャルキャピタ
ルの要素を表す指標としては，信頼（�!&��），規
範（�'!6），ネットワーク（���M'!2）の３つが
あるが，地域の事業所増加率について規範が正
の効果，ネットワークが負の効果をもたらすと
いう結果を得た。地域の失業率についても，非
常に弱い相関関係であるものの信頼が正の効果
をもたらすという結果を得た。この結果は，ソー
シャルキャピタルが有する正の側面と負の側面
を表していると言えよう。また，中期的な経済
成長率に対しては，指数作成上の内閣府の区分
を再考し，信頼指数を一般的な他人への「広い」
信頼要素と，近所・友人知人・親類親戚といっ
た身近な人間関係における「狭い」信頼要素に
区分して分析を行った結果，「広い」意味での信
頼要素は経済成長率に有意に正の効果をもたら
す一方，近隣地域で形成された狭い意味での信
頼要素はその地域の経済成長率に有意に負の効
果をもたらす結果が示された。ここでも，ソー
シャルキャピタルが有する正の側面と負の側面

が如実に表れており，社会全体に対する広い意
味での信頼要素の蓄積が重要である点，さらに，
このプラスの要素に関しては他地域からのスピ
ルオーバー効果が認められない（上記のとおり
狭い意味での信頼によるマイナスの外部効果は
発生しているという非対称性がある点に留意す
る必要がある）点から，地域ごとにその蓄積を
促進させる取り組みを行う必要性が示唆されて
いると言える。各地域ごとに，公共部門，民間
部門の各主体が協働してソーシャルキャピタル
を醸成する仕組みを整備し，地域力を底上げし
ていくことが求められると言えよう。
ソーシャルキャピタルについては，個人や地
域集団が自発的に高めていくべきものであるた
め，国や地方公共団体が政策的にコントロール
すべきでない（あるいは，コントロールできな
い）という考え方もあるが，第Ⅲ節で述べたよ
うに，「市場の失敗」による外部不経済を補完す
る一つの要素としてソーシャルキャピタルをと
らえるのであれば，政策的に地域のソーシャル
キャピタルを醸成していく必要性も高いと思わ
れる。第Ⅱ節で取り上げた事例は大いに参考に
なるだろう。他にも，生活保護や母子家庭手当
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＜補論　各変数の定義とデータ出所＞

てといった社会保障政策，雇用政策も，社会に
対する肯定的・積極的な態度の前提を築き，ソー
シャルキャピタルに大きな影響を与えることは
間違いないだろう。また，� �を巡る税制や
様々な優遇措置のあり方，寄付金税制のあり方
も長期的に大きな影響をソーシャルキャピタル
の蓄積に対し与えるだろう。そういった観点か
らの理論的・実証的な分析も今後望まれる。
なお，ソーシャルキャピタルについては日本
において未だ広く定着した概念とは言えず，そ
の定義も研究者によって異なるものである。ま
た，その定量的は把握の手法も確立されていな
いのが現状であり，今回用いた指数が地域の
ソーシャルキャピタルの蓄積度を適切に反映し
ているかどうかについては，今後も検証の必要
があろう。信頼，規範，ネットワークといった

概念の整理の精緻化と，それに対応した適切な
指標及びそのデータの構築が望まれるところで
ある。推定方法についても，ソーシャルキャピ
タルの指数化に使用したアンケートが内閣府に
おいて 2002 年度，2005 年度の 2回しか実施さ
れていないというデータの制約があるため，本
稿ではクロスセクション・データによる分析を
行ったが，今後データの蓄積が進めば，パネル
データを用いて地域別の固定効果も加味した分
析が可能になるだろう。地域活性化を目指す政
府にとって，経済政策における景気判断が重要
であるように，ソーシャルキャピタルについて
も，地域別に経常的にその推移をモニターする
ことが今後必要になってくると考えられること
から，定量的なデータの蓄積は急務であると言
える。

（１）信頼指数
　内閣府（2002）（2005）のアンケートにおける
質問項目「あなたは一般的に人は信頼できると
思いますか？」（一般的な信頼度）に対する「ほ
とんどの人は信頼できる」回答の割合，及び「①
近所の人々，②親戚，③友人・知人のそれぞれ
について，頼りになりますか」（相互信頼）に対
する「頼りになる」「ある程度頼りになる」回答
の割合を都道府県ごとに算出した上で，平均 0，
標準偏差 1となるように基準化して指数化し，
それらの指数を単純平均して算出した。

（２）規範指数
　「事業所統計」（総務省）「県民経済計算」（内
閣府）における 18 年度非営利団体就業者数を県
内就業者総数で割った一人当たり非営利団体就
業者数，及び「社会生活基本調査」（総務省）に
おけるボランティア行動者率，及び「赤い羽根
共同募金」（中央共同募金集会）における共同募
金額を就業者総数で割った一人当たり共同募金
額を都道府県ごとに算出した上で，平均 0，標

準偏差 1となるように基準化して指数化し，そ
れらの指数を単純平均して算出した。

（３）ネットワーク指数
　内閣府（2002）（2005）のアンケートにおける
質問項目「あなたはご近所の方とどのようなお
つきあいをされていますか？」に対する「互い
に相談したり日用品の貸し借りをするなど生活
面で協力したっている」「日常的に立ち話をする
程度の付き合いはしている」旨の回答の割合，
及び「付き合っている人の数」に対する「近所
のかなり多くの人と面識・交流がある（概ね 20
人以上）」「ある程度の人と面識・協力がある（概
ね 5～ 19 人）」旨の回答の割合，「友人・知人と
のつきあいの程度」に対する「日常的にある（毎
日～週に数回程度）」「ある程度頻繁にある（週
に 1回～月に数回程度）」旨の回答の割合，「親
戚・親類との付き合いの程度」に対する「日常
的にある（毎日～週に数回程度）」「ある程度頻
繁にある（週に 1回～月に数回程度）」旨の回答
の割合をそれぞれ都道府県ごとに算出した上
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